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令 和 ８ 年 ５ 月 

日本私立大学団体連合会 

日 本 私 立 大 学 協 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地方・地域を支える私立大学への支援の強化 
〇人口減少問題に直面するわが国において、それぞれの地域では、若者の高等教育機会を確保

し、地域を担う人材力の強化を図ることこそが重要である。 

〇「地域未来戦略」推進の観点からも、当該地域の活性化に果たす私立大学の役割に着目し、国

による支援の充実と地方公共団体による積極的かつ安定的・継続的な支援措置が講じられる

べきである。 

（２）幅広い分野における多様かつ高度な人材育成の推進 

〇全ての分野において、昨今の物価高騰等に係る負担等を加味し、補助金の総額を増額した上

で、私立大学等経常費補助における学生・教員単価の引き上げや、施設設備整備費補助にお

ける補助率の引上げ等の充実策が講じられるべきである。 

〇わが国の国際競争力を支えるスポーツ・文化芸術分野の振興を担う人材や国民の生命と健康

を支える医療人材の育成等、幅広い分野における多様かつ高度な専門人材の育成において、

中核的な役割を担う私立大学への柔軟かつ強力な支援が必要である。 

わが国の社会基盤を支える多様な専門人材を育成する

私立大学への支援強化 

◎私立大学は、以下の「私立大学の職業分野ごとの採用状況」に記載の通り、それぞれの地域

において、わが国の教育分野を担う人材をはじめ、防衛、公共の安全と秩序の維持、人命救

助等を担う人材や国民の生命、健康、生活を支える人材等、社会基盤を支える多様な専門人

材の育成を通じて、わが国社会の持続的発展に重要な役割を果たしている。 
 

＊日本私立大学協会附置私学高等教育研究所「私立大学ファクトブック2026」を基に日本私立大学協会事務局にて作成 
出典：１～９.朝日新聞出版社「大学ランキング」（2026）、10.厚生労働省「医師国家試験の学校別合格者状況」（2025）、11.厚生労働省「歯科医師国家試験の学校別合格者状況」（2025）、

12.厚生労働省「看護師国家試験の学校別合格者状況」(2025)、13.厚生労働省「薬剤師国家試験大学別合格者数」（2025）、14.厚生労働省「保健師国家試験の学校別合格者状
況」(2025)、15.厚生労働省「管理栄養士国家試験の学校別合格者状況」、16.厚生労働省「精神保健福祉士国家試験学校別合格率」（2025）、17.厚生労働省「社会福祉士国家試
験学校別合格率」（2025）、18.建築技術教育普及センター（2025）「一級建築士試験『設計製図の試験』の学校別合格者一覧（10人以上）」 
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私立大学の職業分野ごとの採用状況
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１．令和９年度私立大学関係政府予算に関する重点要望 
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（１）個人寄附促進のための寄附税制の拡充 
〇個人から学校法人に対する寄附の拡充に大きな役割を果たしている「税額控除制度」において、

特に国策の実現に資する私立大学の取組みに対する個人寄附を促進するため、控除率の大幅

な引き上げが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国策の実現に資する私立大学の取組み（例示）】 

◎ 成長分野をけん引する人材育成（理工農系等、リスキリング・リカレント教育） 

◎ 少子化対策（教育費負担軽減＝授業料減免支援） 

◎ グローバル化の推進（留学生の派遣・受入れ） 

◎ 防災・減災、国土強靭化（耐震化等防災機能強化） 

◎ 脱炭素社会の実現（省エネ対策） など 

２．中長期視点で実現を目指す寄附税制の改善に関する 重点要望 


